
施策評価シート（平成28年度評価実施） 担当部課名 関連部課名

笑顔で安心して暮らせるまちづくり【健康・福祉】

障がい者支援

施策が目指す蒲郡市の将来の姿

●障がい者がその人らしく自立し、地域で安心して暮らしています。

●地域や社会が障がい者と交流し、支え合える環境が整っています。

◆具体化した施策の取り組み実績

1　障がいのある人への正しい理解の普及

2　日常生活自立支援事業の充実

3　生活支援サービスの周知・充実

利用者　11人 利用者　6人

4事業所

-

日中一時支援事業 利用回数　3,873回 利用回数　3,949回 -

-

給付件数　199件 -

給付件数　164件 -

-

利用者数　238人

-

受給者数　941人

給付者数　141人 -

-

6事業所

平成28年度計画

-

-

相談277件、法人後見受任1件

障害福祉サービス（訓練給付）の充実 利用者数　239人

地域移行支援事業

障害福祉サービス（介護給付）の充実

4事業所

自立支援医療給付（精神通院）事業 受給者数　901人

障害者相談支援事業 464人　5,184件 359人　2,487件

障害者相談支援事業 7事業所

項目 平成26年度実績

相談401件、法人後見受任4件

6事業所

成年後見制度利用支援事業

-

コミュニケーション支援事業 延べ　254人 延べ　288人 -

-

自動車運転免許取得助成事業 利用者　0人

項目 平成26年度実績 平成27年度実績 平成28年度計画

6回　全参加者数520名

3,020人

相談件数　398件

-７回　全参加者数535名

ピアカウンセラー活動

自立支援医療給付（更生医療）事業 給付者数　136人

93人　200件

地域活動支援センター事業 延べ　2,467人 延べ　2,618人 -

利用者　2人

日常生活用具給付事業

グループホーム・ケアホーム

平成27年度実績

市民福祉部

福祉課

市民福祉部

健康推進課

基本目標

障がい者が地域で安心して暮らすことができるように、相談支援や情報提供、権利擁護などの充実を図るとともに、障が

い者に対する医療費助成、居住の場の確保の支援、障害福祉サービスや地域生活支援、就労支援の充実などの取組

を推進します。

施策名

相談件数　249件 -

ボランティアによる福祉実践教室の開催

-

療育手帳所持者 602人 619人 -

身体障害者手帳所持者 3,069人

項目 平成26年度実績 平成27年度実績 平成28年度計画

精神障害者保健福祉手帳所持者 552人 573人 -

市内施設数　5施設 市内施設数　6施設

補装具給付事業 給付件数　159件

障害者就労支援 82人　189件

-

給付件数　179件

市内施設数　5施設

福祉タクシー料金助成事業

移動支援事業 利用回数　1,952回

訪問入浴サービス事業 利用者10人　421回

利用者　533人　7,490件

利用者7人　305回

利用回数　2,234回

自動車改造助成事業

利用者　571人　7,831件

4事業所

利用者数　442人 利用者数　428人 -

自立支援医療給付（育成医療）事業 給付者数　10人 給付者数　14人 -



4　療育体制の充実

◆評価指標

◆指標の説明・考え方

◆指標の分析

◆今後の方針

施

策

の

課

題

今

後

の

施

策

展

開

-利用者数　168人 利用者数　173人

将来目標

項目 平成26年度実績 平成27年度実績 平成28年度計画

日中一時支援（かもめ）事業 延べ　185人 延べ　155人 -

障害児通所支援（児童デイ）事業

－

指標名 区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度

－ －

平成32年度

障害福祉サービス利用率

目標値

－

実績値

9.06%

障害者相談支援事業利用率

目標値

地域生活支援事業（地域生活支援受給者証）利用者数／３障害手帳所持者数（自立支援医療精神通院含む）

－

6.97%

－

平成32年度

－ －

－ －

　手帳所持者数及び自立支援医療精神通院受給者数は、平成27年度実績が5,153人（身体3,020人、療育619人、精

神573人、精神通院941人）であり、平成26年度の5,124人（身体3,069人、療育602人、精神552人、精神通院901人）に

対し、29人増と増加傾向は続いている。障害者相談支援事業利用率の低下については、26年度は、年度内にサービ

ス等利用計画の作成が必要であったため増加する要因となったが、計画の作成が達成された27年度は、その利用が落

ち着いたことによるものである。地域生活支援事業については、移動支援、日中一時支援の利用回数が伸びており、利

用率の増加要因となっている。

　障害者相談支援事業所は、蒲郡市障がい者支援センターをはじめ市内に６か所ある。精神障がい、知的障がいを対象者とし

た相談も多く、相談内容も福祉サービスの利用等に関するものから、健康・医療、家族・人間関係、不安の解消・情緒安定に関

するものなど多岐にわたる。相談支援の対象者の拡大やニーズの多様性を踏まえて、専門相談員の養成・確保、身近な相談相

手（ピアサポート等）の充実は、依然として課題として捉えている。また、各相談支援事業所をはじめ、蒲郡市障がい者虐待防止

センター、蒲郡市成年後見センターの周知も引き続き必要である。

　２６年度に策定した第４期障害福祉計画（平成２７～２９年度）は、初年度を終え、ＰＤＣＡサイクルに基づき、実績を把握し、分

析・評価を行っていくが、地域生活支援拠点等の整備、地域移行の基盤となるグループホームの整備、児童発達支援等の提供

体制の確保などは、計画どおりに進捗しているとはいえず課題も多い。

□また、本年４月に施行された障害者差別解消法に向けた取り組みとして、２７年度に職員対応要領の策定や関係機関等による

協議会を設置したが、今後は機能するために、研修の実施、情報の蓄積等を図っていかねばならない。

　平成２９年度は、現行の「第２次障害者計画」が１０年の計画期間の最終年に達することから、その推進状況を総括し、成果と課

題を見据えて、これからの施策の方向性を明らかにする「第３次障害者計画」を策定する必要がある。今年度はその基礎資料を

作成するため、障害福祉をめぐる施策動向、市の地域福祉資源の整備状況等の整理分析や、障害者（児）の現況動向及びサー

ビスの利用状況等を把握するための当事者アンケート等を実施する。

　第４期障害福祉計画（平成２７～２９年度）は、平成２９年度の成果目標として、「福祉施設の入所者の地域生活への移行」をは

じめ５つの事項に関する目標値（成果目標）を設定している。この成果目標及び関連する計画課題については、福祉課、基幹相

談支援センター等の各主管において、実績の把握、分析・評価を行い、引き続き達成に努めていく。

□障害者差別解消法については、今年度は職員向けの研修を管理職を中心に実施、更には市民向のフォーラムを開催し、法

の趣旨の理解及び認識を図っていく。

地域生活支援事業利用率

目標値

－

1.99%

実績値

障害福祉サービス利用者数（児童デイ含む）／３障害手帳所持者数（自立支援医療精神通院含む）

3.07%

実績値

－

16.57% 16.28%

障害者相談支援事業利用者数／3障害手帳所持者数（自立支援医療精神通院含む）

指標名

障害者相談支援事業利用率

障害福祉サービス利用率

地域生活支援事業利用率

平成32年度

説明・考え方



コメント

障害者総合支援法、虐待防止法、優先調達推進法、雇用促進法、差別解消法などの法令が順次施

行され、障害者を取り巻く環境は近年大きく変わりつつある。その一方で、人口は減少しているが、知

的障害や精神障害の増加は止まらない。こうした状況の中、相談支援事業は定着しつつあるが、権

利擁護と地域生活支援へのニーズが高まっている。そこで、Ｈ27年度に始まる第4期障害福祉計画

（Ｈ27～29）に掲げる目標達成に向け、諸課題を克服し、ハードよりソフト面での着実な施策展開が求

められる。障害者の自立を支援し、障害者が地域で安心して暮らすことができるよう、蒲郡市自立支

援協議会を中心に関係機関・団体との連携を深め、人と人が支えあう共立・共助の社会実現を目指

すことが重要である。

部長評価

課長評価

平成２７年度は、第４期障害福祉計画の初年度であった。計画では、障害者の自立支援にを重点に

おき、主に地域生活支援拠点等の整備、就労支援を目標に掲げている。地域生活支援拠点等の整

備については、障害者を地域で支える仕組み作りが求められているが、市内の障害者福祉施設には

限りがあり、市内のみでの対応では難しいと考える。他市との連携協力も視野に入れ模索している。

就労支援については、精神障害者の一般就労への希望も多く、今後の支援の課題である。

Ａ：現状のままでよい。

コメント

Ｂ：おおむね計画どおり進行している。

施策の

進め方

構成事業の

進捗状況

施策の

進捗状況

Ｂ：目指す将来像実現に向けておおむね計画どおり進行している。



施策に属する事務事業一覧

1-5

福祉課

133

障害者扶助料給付事業

108,633 2,276 0.43 Ｂ

ア

－ ○

1-5

福祉課

141

障害者手当給付等事業

31,773 2,276 0.43 Ａ

ア

－ ○

1-5

福祉課

142

福祉タクシー料金助成事業

5,699 1,270 0.23 Ｂ

オ

－ ○

1-5

福祉課

143

障害者地域生活支援事業

41,000 4,132 1.14 Ａ

ア

－ ○

1-5

福祉課

144

障害者支援センター等運営事業

41,640 5,426 1.00 Ａ

オ

－ ○

1-5

福祉課

145

障害者日常生活用具給付等事業

18,742 1,530 0.53 Ａ

ア

－ ○

1-5

福祉課

146

障害者自立支援給付事業

937,900 11,723 2.60 Ａ

ア

－ ○

1-5

福祉課

148

障害者自立支援医療費給付事業

81,194 2,631 0.74 Ａ

ア

－ ○

1-5

福祉課

149

障害者補装具給付事業

12,572 1,530 0.53 Ａ

ア

－ ○

1-5

健康推進課

217

障がい者歯科診療所管理運営事業

12,739 2,330 0.35 Ｂ

カ

1-4 ○

人工

総合

評価

事業の

種別

市長

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実施

計画

総合

計画

所管課

番号 事　　業　　名

人件費を除く

事業費(千円)

人件費

(参考)

(千円)


